
令和７年度国有財産監査の結果について
（関東財務局）

【監査結果】
当局は令和７年度において、国有財産の有効活用の促進などに主眼

を置き、国の財政への貢献に資することを目的として、一定の地域又
は官署を特定した庁舎等の公用財産及び各省各庁所管の普通財産に対
する監査を117件実施し、そのうち29件について、問題点を指摘しま
した。

具体的には、庁舎等の非効率使用の改善を図ることにより、有効活
用や借受解消等を求めました。
（有効活用：１件、借受解消：２件、用途廃止：８件、財産管理の

不備：１８件）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度監査結果一覧表 

(関東財務局) 
 



（１）庁舎等の有効活用

省庁名 部局名 会計名 勘定名 口座名等 所在地 指摘の主な概要

法務省 宇都宮地方法務局 一般 ― 小山出張所 栃木県小山市
小山出張所は、余剰（約200㎡）が生じていることから、借受庁舎に入居している自衛隊栃木地方協力本部小山地域
事務所を移転受入れの上、非効率使用を改善する必要がある。

（２）庁舎等の借受解消

省庁名 　部局名 会計名 勘定名 口座名等 所在地 指摘の主な概要

防衛省 北関東防衛局 一般 ―
自衛隊栃木地方協力本部小山地域
事務所

栃木県小山市
借受庁舎である自衛隊栃木地方協力本部小山地域事務所は、近隣に所在し余剰が生じている小山出張所へ移転入
居の上、借受解消を図る必要がある。

農林水産省 関東森林管理局 一般 ― 大滝森林事務所 埼玉県秩父市 大滝森林事務所は、借り受けている土地が未使用であることから、借受解消を図る必要がある。

（３）用途廃止

省庁名 部局名 会計名 勘定名 口座名等 所在地 指摘の主な概要

法務省 宇都宮地方検察庁 一般 ― 小山区検察庁 栃木県小山市 小山区検察庁は、職員非常駐でかつ直近の使用実績がないことから、用途廃止を含めた検討を行う必要がある。

最高裁判所 長野地方裁判所 一般 ―
長野地方裁判所松本支部、松本簡易
裁判所庁舎

長野県松本市
長野地方裁判所松本支部、松本簡易裁判所庁舎は、敷地の一部が市道の用に供されていることから、用途廃止する
必要がある。

最高裁判所 横浜地方裁判所 一般 ―
横浜地方裁判所小田原支部小田原
簡易裁判所庁舎

神奈川県小田原市
横浜地方裁判所小田原支部小田原簡易裁判所庁舎は、敷地の一部が市道の用に供されていることから、用途廃止
する必要がある。

法務省 横浜地方検察庁 一般 ― 小田原法務総合庁舎 神奈川県小田原市 小田原法務総合庁舎は、敷地の一部が市道の用に供されていることから、用途廃止する必要がある。

国土交通省 関東地方整備局 一般 ―
国道16号（春日部国道出張所管理区
間）

埼玉県春日部市
公共用財産である国道16号（春日部国道出張所管理区間）は、敷地の一部が未使用であることから、用途廃止する
必要がある。

国土交通省 関東地方整備局 一般 ― 国道16号（大宮出張所管理区間） 埼玉県入間市
公共用財産である国道16号（大宮出張所管理区間）は、敷地の一部が市道の用に供されていることから、用途廃止す
る必要がある。

農林水産省 関東農政局 一般 ― 関東農政局松本市島立庁舎 長野県松本市 関東農政局松本市島立庁舎は、用途廃止後の引継が未済であることから、適切な措置を講ずる必要がある。

農林水産省 関東農政局 一般 ― 関東農政局松本市島内庁舎 長野県松本市 関東農政局松本市島内庁舎は、用途廃止後の引継が未済であることから、適切な措置を講ずる必要がある。

庁舎等の公用財産に対する監査結果一覧表



（４）財産管理の不備

省庁名 　部局名 会計名 勘定名 口座名等 所在地 指摘の主な概要

法務省 新潟地方法務局 一般 ― 上越支局 新潟県上越市 上越支局は、建物の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

法務省 さいたま地方法務局 一般 ― さいたま地方法務局志木出張所 埼玉県志木市
さいたま地方法務局志木出張所は、土地の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必
要がある。

財務省 関東信越国税局 一般 ― 松本税務署 長野県松本市 松本税務署は、建物の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

財務省 関東信越国税局 一般 ― 所沢税務署 埼玉県所沢市 所沢税務署は、建物の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

厚生労働省 埼玉労働局 労働保険 雇用 秩父公共職業安定所 埼玉県秩父市 秩父公共職業安定所は、建物の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

厚生労働省 新潟労働局 一般 ― 上越地方合同庁舎 新潟県上越市 上越地方合同庁舎は、建物の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

国土交通省 関東地方整備局 一般 ― 松本国道出張所 長野県松本市 松本国道出張所は、建物の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

国土交通省 関東地方整備局 一般 ― 松本資材置場 長野県松本市 松本資材置場は、土地の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

厚生労働省 群馬労働局 一般 ― 太田公共職業安定所 群馬県太田市
太田公共職業安定所は、国有財産台帳に適正な図面が付属されていないことから、国有財産台帳付属図面を調製す
る必要がある。

厚生労働省 群馬労働局 労働保険 雇用 太田公共職業安定所 群馬県太田市 太田公共職業安定所は、建物の国有財産台帳の登録に誤りがあることから、国有財産台帳を整理する必要がある。

農林水産省 中部森林管理局 一般 ―
中信森林管理署上高地森林事務所
及び上高地治山事務所

長野県松本市
中信森林管理署上高地森林事務所及び上高地治山事業所は、国有財産台帳に適正な図面が付属されていないこと
から、国有財産台帳付属図面を調製する必要がある。

農林水産省 中部森林管理局 一般 ― 中信森林管理署松本森林事務所 長野県松本市
中信森林管理署松本森林事務所は、国有財産台帳に適正な図面が付属されていないことから、国有財産台帳付属
図面を調製する必要がある。

農林水産省 中部森林管理局 一般 ― 中信森林管理署奈川森林事務所 長野県松本市
中信森林管理署奈川森林事務所は、国有財産台帳に適正な図面が付属されていないことから、国有財産台帳付属
図面を調製する必要がある。

環境省
環境省中部地方環
境事務所

一般 ― 中部山岳国立公園管理事務所 長野県松本市
中部山岳国立公園管理事務所は、国有財産台帳に適正な図面が付属されていないことから、国有財産台帳付属図
面を調製する必要がある。

最高裁判所 さいたま地方裁判所 一般 ―
さいたま地方家庭裁判所秩父支部秩
父簡易裁判所庁舎

埼玉県秩父市
さいたま地方家庭裁判所秩父支部秩父簡易裁判所庁舎は、敷地内に設置されている街路灯の使用許可手続が未済
であることから、使用許可手続を行う必要がある。

環境省
環境省環境調査事
務所

一般 ― 環境調査研修所 埼玉県所沢市
環境調査研修所は、敷地内に設置されているガス埋設管の使用許可手続が未済であることから、使用許可手続を行
う必要がある。

農林水産省 関東森林管理局 一般 ― 安塚・松之山治山事業所 新潟県上越市
安塚・松之山治山事業所は、隣接地に越境して設置している工作物が契約等未済であることから、所要の手続を行う
必要がある。

財務省 東京国税局 一般 ― 西新井税務署 東京都足立区 西新井税務署は、敷地内に介在する旧法定外公共物が未整理であることから、所管換を行う必要がある。



 

 

 

 

 

 

 

平成 23～令和 6 年度監査における 

指摘事案のフォローアップ状況 

(関東財務局) 



平成23～令和6年度監査における指摘事案のフォローアップ状況

関東財務局では、監査における指摘事案について、是正・改善の促進を図るため、毎年度、
進捗状況を把握し、財産を管理する各省各庁に対し予算措置状況の聴取や必要な指導を行う
など、フォローアップを実施しています。

≪令和7年度末現在におけるフォローアップの状況≫
平成23年度から令和6年度監査における指摘事案の件数は、累計363件(前年度から令
和6年度指摘分20件が増加）であり、このうち是正・改善が図られた件数は267件（令和7
年度中に是正・改善した件数は18件）、是正未済の件数は96件となり、進捗率は73.6％
（前年度：72.6％ ）となりました。

平成23～令和6年度監査における指摘事案の是正・改善状況

進捗率

62 20 17 22 11 6 21 30 41 19 53 18 23 20 363 －

62 14 13 20 11 5 19 26 21 14 33 12 9 8 267 73.6
うち令和7
年度中是
正件数

0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 4 1 1 8 18 －

0 6 4 2 0 1 2 4 20 5 20 6 14 12 96 26.4

(単位：件、％）
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